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 2025年2月28日  

各 位  

会  社  名 株 式 会 社 レ ア ジ ョ ブ 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  中 村  岳 

 （コード番号：6096 東証スタンダード市場） 

問合わせ先 財 務 戦 略 本 部 長  C F O   牧  泰 亮 

 （ T E L  0 3 - 5 4 6 8 - 7 4 0 1 ） 

 

（開示事項の経過）その他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

 2025 年 1 月 30 日付で、株式会社学研ホールディングス（以下、「学研 HD」といいます。）

が、株式会社レアジョブ（以下、「当社」といいます。）の「その他の関係会社」に該当するこ

ととなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

  

記 

1．異動に至った経緯 

2024年 11月 8日「株式会社学研ホールディングスとの資本業務提携、株式の売出し、三

井物産株式会社との資本業務提携の解消及び主要株主の異動に関するお知らせ」のとおり、 

学研 HDが保有する当社株式の所有議決権比率は 19.23％でありました。この度、本日付で

学研 HDから「（開示事項の経過）株式会社レアジョブの株式追加取得および持分法適用会社

化に関するお知らせ」が発表されたことにより、学研 HDが保有する当社株式の所有議決権

比率が 20.00％以上となることを確認いたしました。これに伴い、学研 HDは、当社の「そ

の他の関係会社」に該当することとなります。 

 

2．学研 HDの概要（2024年 9月 30日時点） 

（１）名 称 株式会社学研ホールディングス 

（２）所 在 地 東京都品川区西五反田二丁目 11番 8号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮原 博昭 

（４）事 業 内 容 学習塾などの教育サービス、出版物の発行や保育用品

などの製作販売、サービス付高齢者向け住宅や認知症

グループホームなどの介護施設・子育て支援施設の運

営等の事業 

（５）資 本 金 19,817百万円 

（６）設 立 年 月 日  1947年 3月 31日 

（７）連 結 純 資 産  53,653百万円 

（８）連 結 総 資 産  130,714百万円 

（９）大株主及び持株比率 公益財団法人古岡奨学会（13.15％） 
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日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

（10.58％） 

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 

LUXEMBOURG/JASDEC/JANUS HENDERSON HORIZON FUND

（2.84％） 

株式会社三井住友銀行（2.84％） 

学研従業員持株会（2.82％） 

株式会社河合楽器製作所（2.35％） 

株式会社日本カストディ銀行（信託口）（2.29％） 

株式会社日本政策投資銀行（2.24％） 

学研ビジネスパートナー持株会（2.18％） 

株式会社広済堂ホールディングス（1.63％） 

（10）上場会社と当該株主の関係 資 本 関 係  2024 年 11 月 13 日時点において、当

社株式を 1,828,100 株（議決権割合 

19.23％）保有しております。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 2024年 11月 8日付で資本業務提携契

約を締結しております。 

  

3．異動前後における学研 HDの所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 間接所有分 合 計 

異動前 

（2024年 11月 8日） 
主要株主 

18,281個 

（19.23％） 

-個 

（-%） 

18,281個 

（19.23％） 

異動後 

（2025年 1月 30日） 

その他の関係会社 

及び主要株主 

19,009個 

（20.00％） 

-個 

（-%） 

19,009個 

（20.00％） 

（注）議決権所有割合は、2024年 12月 31日時点の発行済株式総数 9,845,600株から議決権

を有しない 344,600株を控除した総株主の議決権の数 95,010個を基に、小数点第三位

を切り捨ての上で算出しております。なお、上記計算においては、2024 年 12 月 31 日

時点の自己株式数（333,200株）、及び 2024年 9月 30日時点の単元未満株式数（11,400

株）を元に算出しております。 

 

4．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

該当事項はありません。 

 

5．今後の見通し 

現時点では特に記載する事項はありません。今後、公表すべき事項が生じた場合には、速

やかにお知らせいたします。 

 

以上 


